
【論説】

●刑事法による会社財産の保護　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
●刑法 45 条後段の解釈について　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　 　
●原子力損害と国家賠償　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　
●原発事故賠償和解仲介はＡＤＲの試金石　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　
●法令の明確性に係る三段階の審査　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　

【判例研究】

●裁判員制度の合憲性（最判 2012 年 1 月 13 日刑集 66 巻
1 号 1 頁）――併せ、討議民主主義と裁判員制度に関する若干の検討　
　　　　　　　　　
●取締役が会社に対して負う所有権移転登記義務と株主代
表訴訟――最高裁平成 21 年３月 10 日判決民集 63 巻３号１頁
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